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那覇市議会





会議録目次

招集告示

上程案件

第８９号議案　工事請負契約を結ぶことについて

第９０号議案　工事請負契約を結ぶことについて

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

上程案件処理結果

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

６月２８日

○　出欠議員氏名

○　説明員

○　事務局出席者

○　議事日程

○　会議に付した事件

○　開会・開議

○　諸般の報告

○　会議録署名議員の指名

○　会期決定（１日間）

○　提案理由説明

建設部長（第８９、９０号議案、工事請負契約を結ぶことについて）

○　質疑

２番　　森田孟松議員

答弁　　建設部長

２２番　黒潮隆議員

答弁　　建設部長

２２番　黒潮隆議員

答弁　　建設部長

〃　　経民部長

１３番　儀間真祥議員

答弁　　建設部長

１３番　儀間真祥議員

答弁　　第二助役

２４番　赤嶺慎英議員

答弁　　建設部長

１２番　真栄田義晃議員

答弁　　建設部長

１２番　真栄田義晃議員

答弁　　第二助役

○　動議（議案撤回）２２番黒潮隆議員

○　討論　　　真栄田義晃議員（反対）

赤嶺慎英議員（賛成）

○　表決

○　閉会








那覇市告示第５２号

１９６５年６月２５日




　第７４回那覇市議会（臨時会）を次のとおり招集する。




那覇市長　西銘順治




記

日時　　　１９６５年６月２８日（月）午前１０時

場所　　　那覇市議会会議室

付議事件

(1)　工事請負契約を結ぶことについて

(2)　工事請負契約を結ぶことについて














１９６５年６月







第74回那覇市議会会議録




臨時会




上程案件









議案第８９号

工事請負契約を結ぶことについて




　辻町下水道支線敷設工事について、次のとおり請負契約を結ぶものとする。




１９６５年６月２８日提出




那覇市長　　　西銘順治




記




１　件名　　　　　　　　辻町下水道支線敷設工事

２　契約の方法　　　　　指名競争入札

３　契約金額　　　　　　１０７，６００ドル

４　工期　　　　　　　　議決の日から３３０日

５　契約の相手方　　　　南洋土建株式会社

代表取締役　　比嘉広







（提案理由）

　下水道事業の一環として、辻町地内に下水道支線敷設工事を施行したいので、この案を提出する。










工事請負仮契約書




１　件名　　　　　　辻町下水道支線敷設工事

２　請負金額　　　　１０７，６００ドル

３　工期　　　　　　議決の日から３３０日

４　契約保証金　　　３，２２８ドル

５　支払場所　　　　那覇市出納室




　上記工事の請負について那覇市長西銘順治（以下「甲」という。）と南洋土建株式会社代表取締役比嘉広（以下「乙」という。）との間に次の契約を締結した。

第１条　乙は別冊図面および仕様書（現場説明等含む）に基づき頭書の工期内に頭書の工事を完成しなければならない。

２　図面および仕様書に明示されていないもの、または図面と仕様書の交互符合しないものがあるときは、甲乙協議して定める。ただし、軽微なものについては、現場監督員の指示にしたがうものとする。

３　乙は、図面および仕様書に基づく工事費内訳明細書および工程表を２部作成し、契約締結と同じに甲に提出して、その承認を受けるものとする。

４　乙は議決の日から７日以内に工事に着手しなければならない。

第２条　乙は、この契約によつて生ずる権利もしくは義務を第三者に譲渡または承継せしめてはならない、甲の承諾を得た場合は、この限りではない。

第３条　乙は、この契約の履行について、工事の全部または大部分を一括して第三者に委任し、もしくは請け負わせてはならない。ただし、あらかじめ甲の書面による承認を得た場合はこの限りでない。

第４条　乙は、現場代理人および工事現場における工事施行の技術上の管理をつかさどる専任の主任技術者を定め、あらかじめ甲に文書をもつて通知しなければならない。

２　前項の現場代理人と主任技術者はこれを兼ねることはできない。

３　乙の現場代理人および主任技術者は、工事現場に常駐し、現場監督員の指示にしたがい、工事現場の取締りおよび工事に関するいつさいの事項を処理しなければならない。

第５条　現場監督員（甲）は乙の現場代理人、主任技術者、使用人または労務者について、工事の施行または管理につき著しく不適当と認められる者があるときは、その理由を明示し乙に対して、その交代を求めることができる。

第６条　契約金額は、工事全部受渡しのうえ支払うものとする。

２　乙は工事完成前に、出来高部分に対する部分払いの請求をすることができる。ただし、この請求は工事中４回を越えることはできない。

３　既済部分に対する所有権は甲に移転するが、その危険負担は目的物の完成引渡しまでは乙に属すべきものとする。

第７条　甲は前条第２項の請求を受けたときは出来高検査調書に基づいてその代価の１０分の９以内の金額を支払うものとする。

第８条　前条の規定により支払われた請負金は、本請負工事に直接必要な経費以外に充当してはならない。

第９条　乙の責めに帰すべき理由により契約で定めた工期内に工事を完成することができない場合は、契約金支払の際、遅延日数１日につき５０ドルの違約金を甲に支払うものとする。ただし、災害その他やむを得ない理由があつたと甲が認めたときはこの限りではない。

第１０条　甲の都合によつてこの工事の設計変更をする場合は、乙の提出した内訳書に基づき甲乙協議のうえ変更するものとする。

２　甲は必要があると認めたときは乙と協議のうえその契約の全部もしくは一部の解除、内容の変更または履行の中止をすることができる。

３　追加および工事変更の場合は、その承諾書を提出するものとする。

第１１条　乙は正当な理由なくしてこの契約の各条項に違反（第９条の規程による工事遅延の場合を除く）した場合は甲は契約を解除することができる。この場合乙が損害をこうむることがあつても甲はその責めを負わないものとする。

第１２条　乙は、この契約の履行についてはこの契約に定める事項のほか那覇市工事その他の請負契約条例（１９５３年条例第４６号）その他関係法規を適用するものとする。

第１３条　この仮契約書は後日、議会の議決を得たときに有効とし、この仮契約書をもつて本契約とする。

第１４条　この契約に関して甲と乙との間に意見の相違が生じたときは甲乙協議のうえ定めるものとする。

この契約を証するため本書２通作成し、双方が記名押印して、各自がその１通を所持する。




１９６５年６月２６日




甲　　那覇市長　　西銘順治




那覇市字寄宮３０４の１

乙　　南洋土建株式会社代表取締役

比嘉広

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






議案第９０号




工事請負契約を結ぶことについて




　若狭町下水道支線敷設工事について、次のとおり請負契約を結ぶものとする。




１９６５年６月２８日提出




那覇市長　　　西銘順治




記

１　件名　　　　　　若狭町下水道支線敷設工事

２　契約の方法　　　指名競争入札

３　契約金額　　　　９２，０５０ドル

４　工期　　　　　　議決の日から３００日

５　契約の相手方　　善太郎組代表者　　　新垣善太郎

（提案理由）

　下水道事業の一環として、若狭町地内に下水道支線敷設工事を施行したいので、この案を提出する。




工事請負仮契約書

１　件名　　　　　　若狭町下水道支線敷設工事

２　請負金額　　　　９２，０５０ドル

３　工期　　　　　　議決の日から３００日

４　契約保証金　　　２，７６２ドル

５　支払場所　　　　那覇市出納室

　上記工事の請負について那覇市長西銘順治（以下「甲」という。）と善太郎組代表者新垣善太郎（以下「乙」という。）との間に次の契約を締結した。

第１条　乙は別冊図面および仕様書（現場説明等含む）に基づき頭書の工期内に頭書の工事を完成しなければならない。

２　図面および仕様書に明示されていないもの、または図面と仕様書の交互符合しないものがあるときは、甲乙協議して定める。ただし、軽微なものについては、現場監督員の指示にしたがうものとする。

３　乙は、図面および仕様書に基づく工事費内訳明細書および工程表を２部作成し、契約締結と同じに甲に提出して、その承認を受けるものとする。

４　乙は、議決の日から７日以内に工事に着手しなければならない。

第２条　乙は、この契約によつて生ずる権利もしくは義務を第三者に譲渡または承継せしめてはならない。ただし、甲の承諾を得た場合は、この限りでない。

第３条　乙は、この契約の履行について、工事の全部または大部分を一括して第三者に委任し、もしくは請け負わせてはならない。ただし、あらかじめ甲の書面による承認を得た場合はこの限りではない。

第４条　乙は現場代理人および工事現場における工事施行の技術上の管理をつかさどる専任の主任技術者を定め、あらかじめ甲に文書をもつて通知しなければならない。

２　前項の現場代理人と主任技術者はこれを兼ねることはできない。

３　乙の現場代理人および主任技術者は、工事現場に常駐し、現場監督員の指示にしたがい、工事現場の取締りおよび工事に関するいつさいの事項を処理しなければならない。

第５条　現場監督員（甲）は乙の現場代理人、主任技術者、使用人または労務者について、工事の施行または管理につき著しく不適当と認められる者があるときは、その理由を明示し乙に対して、その交代を求めることができる。

第６条　契約金額は、工事全部受渡しのうえ支払うものとする。

２　乙は工事完成前に、出来高部分に対する部分払いの請求をすることができる。ただし、この請求は工事中４回を超えることはできない。

３　既済部分に対する所有権は甲に移転するが、その危険負担は目的物の完成引渡しまでは乙に属するものとする。

第７条　甲は前条第２項の請求を受けたときは出来高検査調書に基づいてその代価の１０分の９以内の金額を支払うものとする。

第８条　前条の規定により支払われた請負金は、本請負工事に直接必要な経費以外に充当してはならない。

第９条　乙の責めに帰すべき理由により契約で定めた工期内に工事を完成することができない場合は、契約金支払の際、遅延日数１日につき４５ドルの違約金を甲に支払うものとする。ただし、災害その他やむを得ない理由があつたと甲が認めたときはこの限りでない。

第１０条　甲の都合によつてこの工事の設計変更をする場合は、乙の提出した内訳書に基づき甲乙協議のうえ変更するものとする。

２　甲は必要があると認めたときは乙と協議のうえその契約の全部もしくは一部の解除、内容の変更または履行の中止をすることができる。

３　追加および工事変更の場合は、その承諾書を提出するものとする。

第１１条　乙は正当な理由なくしてこの契約の各条項に違反（第９条の規定による工事遅延の場合を除く）した場合には甲は契約を解除することができる。この場合乙が損害をこうむることがあつても甲はその責めを負わないものとする。

第１２条　乙は、この契約の履行についてはこの契約に定める事項のほか那覇市工事その他の請負契約条例（１９５３年条例第４６号）その他関係法規を適用するものとする。

第１３条　この仮契約書は後日、議会の議決を得たときに有効とし、この仮契約書をもつて本契約とする。

第１４条　この契約に関して甲と乙との間に意見の相違が生じたときは甲乙協議のうえ定めるものとする。

この契約を証するため本書２通作成し、双方が記名押印して、各自がその１通を所持する。

１９６５年６月２６日

甲　　　那覇市長　　西銘順治

乙　　　那覇市字小禄１９３番地

　　　　善太郎組代表者　新垣善太郎












１９６５年６月







第74回那覇市議会会議録




臨時会




上程案件　処理結果







第７４回那覇市議会（臨時会）処理結果




	１９６５年６月２８日　
	（午前１０時１７分　開会）

	（午後１２時２０分　閉会）







１．本会議

　本日の会議事件並びにその結果下記のとおり






	提出

	件名

	提案者

	結果




	年

	月

	日

	番号




	65

	6

	28

	


	会議録署名議員の指名について

	議長

	26番議員

27番議員




	〃

	〃

	〃

	


	会期を定めることについて

	〃

	１日間




	〃

	〃

	〃

	89

	工事請負契約を結ぶことについて

	市長

	同意




	〃

	〃

	〃

	90

	工事請負契約を結ぶことについて

	〃

	〃
















１９６５年６月







第75回那覇市議会会議録




臨時会










６月２８日（月曜日）





１９６５年第７４回那覇市議会会議録　臨時会

○６月２８日（招集日）

	（午前１０時１７分　開会）

	（午後１２時２０分　閉会）









○出席議員（２７名）





	　１番
	大山盛幸君
	１８番
	友利栄吉君


	　２番
	森田孟松君
	１９番
	喜久山朝重君


	　３番
	又吉久正君
	２０番
	久高友敏君


	　４番
	武村朝良君
	２１番
	金城吾郎君


	　５番
	楠見長礼君
	２２番
	黒潮隆君


	　６番
	渡口麗秀君
	２３番
	安見福寿君


	　９番
	金城力夫君
	２４番
	赤嶺慎英君


	１０番
	辺野喜英興君
	２５番
	赤嶺一男君


	１１番
	平良真次郎君
	２６番
	比嘉朝四郎君


	１２番
	真栄田義晃君
	２７番
	比嘉佑直君


	１３番
	儀間真祥君
	２８番
	平良亀助君


	１５番
	久場景善君
	２９番
	具志栄治君


	１６番
	金城武一君
	３０番
	赤嶺保三郎君


	１７番
	宮里敏慶君










○欠席議員（２名）





	　７番
	上原隆正君
	

	



	１４番
	高良一君（公務出張）









○説明員


	市長
	西銘順治君


	第一助役
	古堅宗徳君


	第二助役
	新垣義徳君


	総務部長
	城田清才君


	企画部長
	新里博一君


	建設部長
	花城直政君


	経済民生部長
	慶佐次盛宏君


	水道部長
	玉城定仁君


	建設部庶務課長
	渡久地敬正君


	下水道課長
	安里一郎君


	主計課長
	平山登君




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～



○議会事務局出席者


	事務局長
	義永栄善君


	庶務課長
	新垣襄二君


	議事課長
	玉城三郎君


	調査係長
	新垣繁君


	議事係長
	山城正信君


	調査係
	亀島美一君


	　
	　


	記録係長
	比嘉朝興君


	記録係
	長嶺善勇君


	　″　
	徳村政保君




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






１９６５年第７４回那覇市議会（臨時会）議事日程第１号

１９６５年６月２８日（月曜日）午前１０時開議

第　１　　会議録署名議員の指名について

第　２　　会期を定めることについて

第　３　　工事請負契約を結ぶことについて

（市長提出議案第８９号）

第　４　　工事請負契約を結ぶことについて

（市長提出議案第９０号）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～



○付議事件

第　１　　会議録署名議員の指名について

第　２　　会期を定めることについて

第　３　　工事請負契約を結ぶことについて　

（市長提出議案第８９号）

第　４　　工事請負契約を結ぶことについて　

（市長提出議案第９０号）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～





○副議長（大山　盛幸君）

　議長が主席室に所要のため不在でありますので、副議長にかわらせていただきます。

これより本日をもつて招集された１，９６５年第７４回那覇市議会臨時会を開会いたします。

ただちに本日の会議を開きます。

本日の日程はお手元に配布してある議事日程第１号のとおりであります。諸般の報告をいたします。

６月２６日付、那企庶第４１６９号「議案の送付について」及び那企庶第４１７０号「議案の説明者について」文書が送達されております。

議案はお手元に配布してあります。議案の説明者は市長ほか１０名となつております。

那覇市監査委員代表者喜久山朝重から市町村自治法第１７２条第３項の規定による１．９６５年度５月分の「出納検査について」の報告書が提出されておりましたので写しをお手元に配布してあります。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～



○副議長（大山　盛幸君）

　日程第１「会議録署名議員の指名について」を議題といたします。

本日の会議録署名議員は会議規則第１１６条の規定により議長において比嘉朝四郎君、比嘉佑直君を指名いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○副議長（大山　盛幸君）

　日程第２会期を定めることについてを議題といたします。

会期は本日１日としたいと思いますが御異議ありませんか。

（「異議なし」という者あり）

　御異議なしと認めます。よつて会期を本日１日と決定いたしました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○副議長（大山　盛幸君）

　日程第３、第８９号議案工事請負契約を結ぶことについて、日程第４、第９０号議案、工事契約を結ぶことについてを一括上程し、当局の説明を求めます。






○番外（建設部長　花城　直政君）

　議案第８９号及び９０号までの案件については関連しますので一括して説明いたします。

那覇市内における下水道の必要性は緊急を要し、その改善策として、民政府が立案しております。中部沖縄下水道計画に基づき、第一年次として辻町及び若狭町の下水道敷設工事を施行するため、民政府へ補助金の交付方の申請をいたしましたところ、６５年６月２２日補助金交付の指令を受理したのであります。

この補助事業は、建設運輸局長が別に指定する業者によつて指名競争入札に付すよう条件が付されておりますので、６月２６日指名競争入札に付したのであります。その結果、お手元に配布してあります議案のとおり、落札者が決定いたしましたので、仮契約を締結したのであります。

　今回の施行計画は、辻町地内の汚水管施設４，５２６メートルと、若狭町地内の汚水管敷設４，２９０メートルを第一年次として施行することになつております。なにとぞよろしく御審議下さいますようお願いいたします。

　なおこの件につきましては、年度内に債務負担行為をしなくちやなりませんので、即決して下さいますようお願いいたします。






○副議長（大山　盛幸君）

　第８９、第９０号議案を一括して質疑に入ります。






○２番議員（森田　孟松君）

　議題外になるかと思いますが、議題に入る前に６月２１日の最終議会で予算外義務負担の審議したときに、当日配布されたプリントによりますと十分読む時間的余裕がなかつたので、その後その資料を中心にいろいろ調べまして、この下水道工事に取つ組むものとしまして一応構想を知らなければ、どうも全体の姿がはつきり把握できないのでその議題に入る前に一応質疑を行ないたいと思いますが、議長のほうでお許しを願いたいと思います。

　最初にお伺いしたいのはこの文面にあらわれてくるところの熟語でありますが、それについて一応御指導願いたいと思います。重力下水道、圧力下水道とは何か、　それから高リフトポンプ場とうのはどういうものであるのか、一応その言葉のほうを説明してもらいたい、その次に次の質疑に入つていきたいと思います。よろしくお願いします。






○番外（建設部長　花城　直政君）

　お答えいたします。重力下水道とは何かという御質問でございます。

重力下水道と言いますのは、水はすべての物体は動力によつて動かすというようなあの法則によりまして、水は自分で流れる、自分の重さによつて流れる、だから重力下水道というのは自分で流れていく下水道、排水管です。

　それから２番目の圧力下水道というのは、結局ポンプでもつて押しあげていつて流していくということでありますが、これはどうしてもいろいろ地域によりましてポンプでもつてあげていかなければならないところもあるし圧送していかなければならないところもあります。

そういつたもの、それから３番目のリフトポンプ場でありますが、それは揚水ポンプで上にあげていくというポンプでございます。




○２番議員（森田　孟松君）

　民政府の資料ですか、参考資料ですか、附録Ａというのは、総合計画書というものがあるわけですが、それから抜すいしたものであるようですが、その中からうかがわれるのはこのいわゆる非利益公社沖縄衛生地区というような構想で、いわゆる下水道公社という構想をもつているようでありますが、それは嘉手納村、北谷村、北中城村、コザ市、宜野湾市、浦添村、美里村、那覇市、その他となつて、まあ一緒になつて９ヵ町村で非利益公社をつくるような構想のようでございますが、他町村のこれに対する、いわゆる下水道公社に対する考え方はどういうふうになつておるか、数回にわたつて話し合いをもたれたという文面になつておりますが、その経過について御説明願いたいと思います。




○番外（建設部長　花城　直政君）

　下水道公社についての各市町村関係市町村の意向はどうかというような御質問でございますが、これにつきましては関係市町村寄り合つて話し合つたことはございません。

ただわれわれが考えておりますのは、その広域下水道計画ということは非常にいいことである。結局市町村ごとに下水道を布設して、そして海に流すということはわれわれの島の近海の海水が汚染される、非常にぐあい悪い、だからしてそれを広域下水道計画ということで今計画にある３,４,６ヵ町村、９ヵ市町村の区域の下水道を総括に計画して、処理場を２ヵ所に限定して流したほうが海水の汚染度は少なくて済むということから、これは非常にいいことだという考えをもつております。

　また最近日本でもそういう方向に向いているということであります。

それでこの公社につきましては、私たちは当初何か公社というものの性格がはつきりしなかつたわけです。

　軍の民政府の言う公社であるのか、琉球政府の機関であるのかということはわからなかつたわけです。

それでそれを要求いたしましてもしそういつた公社をつくるならば琉球政府の機関にすべきだということを申し上げておるわけでありまして、那覇市の場合にしましても、どうしてもそういう広域下水道計画ということであるなら浦添村も入らなくちやなりませんし、那覇市がやる場合でもやはり市町村とあわせた組合事業でやらなくちやならないということになりますので、やはり民立法でできる政府の公社になるならば、まあ異存はないんじやないかというふうに考えておるわけでございます。




○２番議員（森田　孟松君）

　私がお聞きしているのは、部長さんも少し、考え方が私の考え方とは合つていないように、ピントがはずれております。

　もちろんその下水道公社というものを設置しまして、この資料に、参考資料Ａに書かれたような構想でいくのか、これは非常に合理的であり、要らない施設をですね、市町村でやるというようなことになるとですね、これは不利益になる、この構想は非常にいい方法だと私も思つております。

そして終末処理場を二つにわけてですね、いわゆる瑞慶覧地区と南部那覇地区においてやると、そして関係市町村がおのおの単独にそういうような施設をもつよりはですね、そういうように統合してですね、部長さんが言われるような構想でやるのが住民負担の上からも非常にいいというふうに私も考えております。

　私がお聞きしているのはこれから見ますと、いわゆるし線とか、そういうし線の工事は各市町村の負担ということになつておりますがね。

　幹線、それからポンプ場、最終処理場は公社がもち、その他は関係市町村がもつということになつておるので、企業の負担とかいうような面からほかの市町村はこれをどういうように考えておるのか。

　それがそろわないと水道公社というものはできないのか。

ほかの市町村はそれに参加しないで那覇市と琉球政府、民政府あるいはコザ市、この幾つかの分でも水道公社というものは成り立つのか、この９ヵ町村がそろわないと水道公社みたような一つの事業団体はできないのかどうか。そういうところに疑問をもつております。その辺はどうなりますか。




○番外（建設部長　花城　直政君）

　やはり運営をうまくやつていくというような考え方から申し上げますと、９ヵ市町村全部入つたほうがいいということが言われるわけでございます。ただその中でまだ話し合いがついてないということはあるかと思いますけれども、これは将来できる下水道公社というものが関係してこないと、十分話し合つていけるんじゃないかと考えております。

下水道はこの中の９ヵ市町村の中の２ヵ村抜けてもできないことはないわけでございます。そこにむだができてくるということは言えるわけでございます。できるならばその範囲の中のものが全部入つたほうが有効に汚水が排除できるということでございますので、今後できる下水道公社の、何といいますか、計画によつて全部ついていくんじゃないかと思います。




○２番議員（森田　孟松君）

　この資料に出ている関係市町村との協同、いろいろな話し合いというものがもたれてないようでございますが、この構想は運営とかそういう面については別といたしまして、構想は非常にいいことでございますので、那覇市のほうがかえつて積極的にですね、こういうものは折衝してどんどん進捗させていただきたいと要望申し上げます。

　次にお伺いしますのは公社のほうで、幹線とポンプ場と処理場、これの責任はもつてその他の、いわゆるし線のほうは市町村が責任をもつて工事をするということになつておりますが、その中にですね、言葉の使いようですが収集管及び連結管というのがありますが、それはし線のことですが、収集管及び連結管というのがありますね、これはいわゆる那覇市の言うているし線ということですか、どういう意味ですか。




○番外（建設部長　花城　直政君）

　この収集管と申し上げますのは軍の施設から流れておるものがございます。何せ処理もせぬで全部海に流しているのがあります、これは今度の本管につなぐ、そういうのを収集管、これはし線に入らぬわけです。

この施設は軍のほうに入るわけです。それから連結管というのが家庭の連結管もありますし、また軍から流れてくるものを本管に流す、そういつたのも連結管とも言つております。

収集管というのはあつちこつちから流れてくるものを集めてきて流していくパイプに一つ一つつなぐよりは集めてきて１ヵ所につなぐというようにして収集管、軍用地に関係する汚水の管については軍がやる、幹線と同じように処理場と幹線、それからポンプ場それから軍から流れてくるものの連結収集これは全部ＤＥがやると、こういうことでございます。




○２番議員（森田　孟松君）

　市のお配りになつた計画図面の中にですね、赤い幹線、それからグリーンの準幹線、ブルーの準幹線の表示がありますが、この幹線、準幹線というのはいわゆる水道公社、いわゆるＤＥが施工するという幹線であるのか、これは一体どうなつているのか。




○番外（建設部長　花城　直政君）

　お答えします。この図面で質問なさつておりますが、この中で赤くぬつたのはＤＥが施行しまして下水道公社が維持管理をする管であります。

あとのブルーとグリーンの幹線はこれは準幹線とわれわれは考えておりまして、那覇市が直接工事をし、そして維持管理をする幹線であります。




○２番議員（森田　孟松君）

　それでは次にお伺いしますが今度の入札した区域内ですね、ここが優先して最初に着工される理由はなんですか、どういつた理由ですか。




○番外（建設部長　花城　直政君）

　お答えします、下水道事業は相当広範囲に施行されていきますので、やはり道路が完全に整備されたところ、そういつたところを早く優先的にやつていかなければならないんじゃないかという考え方をもつております。

そしてここのところは処理場が、われわれは処理場の位置というものをもう少し検討しなければならないということで提案しているわけでございます。照会文の中にも書いてありますとおり提案しておりますので、それが検討された結果その位置が変わつてもどつちにも支障がないようなところをまず初年度は、新年度はやるべきじやないかというような考え方から若狭と辻を撰らんだわけでございます。

しかもそこは区画整理が終わつてすぐに排水溝が整備されております。

また道路の整備もされておりますので該地に支障がないという考え方で若狭辻をやつたわけでございます。




○２番議員（森田　孟松君）

　それでは次に収末処理場、例の図面にあらわれておる場所じやなくして市の要望した安謝の埋め立て地にもつていくかどうか、というのはまだ最終的に決定していない、こういうことになるわけでございますか。




○番外（建設部長　花城　直政君）

　この点につきましては私たちが市の独自の計画でやつたものはやはり西新町でございます。これは那覇市行政区域だけでございましたので、しかも中心地区だけの、当分中心地区だけの計画でございましたのでそれでいいという結論を出したわけでございますけれども、今度は中部沖縄下水道計画というわけで、隣接市町村、それから軍用地内のところまでやらなくちあならぬというようになりますと、さつき私が説明申し上げましたとおり処理場が二つも三つもふえるとぐあいが悪いので、やはりその処理は一カ所に設けて、しかももう少し検討していかなければならぬというわけで、場所は検討しなければならないと考えております。

　その件につきましても琉球政府のほうも日本政府から来年度も技術援助を得て、技術者に来てもらつて十分検討していきたいということでございます。

　だから場所についてはそういつた処理場の工事がはじまるまでには一応位置の設定を早くやらなければならないと考えております。




○２番議員（森田　孟松君）

　次にお伺いいたしますが、資料を読んでいく間にどうもまだ十分のみ込めないところがあります。いわゆる事業年次計画のきめ方ですがね、系統別年度別の工事費概算の中では７０年の７ヵ年計画というふうにもとられますし、今同じ資料の５ページでは５年計画のようにうたわれておるし、市のほうでは１１ヵ年の計画というふうに解釈できるんですが、一体これはどういうふうな計画でなさるのか、どれがほんとうなのかその辺について部長さん。




○番外（建設部長　花城　直政君）

　中部下水道計画も民政府が起案しましたものについては、これは８ヵ年計画、６４年度から７１年度までに済むということでございました、８ヵ年計画ということになつております。

　私たちが出した案は、これは今まで那覇市自体が考えておつた下水道計画のものに合わせてやられておりまして、アメリカの資金計画とも関連させて計画は立案してございます。

　これはやはりいろいろの事業量の問題から私たちとしては１１年にしたほうがより大きな負担もなくして、また市内のあらゆる道路を掘り起こしていくわけでございますので、そういつたことともにらみ合わせて１１年ぐらいが適当だという考え方で私たちとしては出しておるわけでございまして、これはアメリカのものは資金計画でございますので、資金計画によつてわれわれが、実際にわれわれがもらうならばこういうふうにやつていくということでございます。




○２番議員（森田　孟松君）

　そういうような関係で、たとえば一例ですがあつちこつちに見受けられるんですが、那覇市関係の収末処理場の計画が民政府のものでは６６年度、６７年度で１８０万ドル、そして最終の６９年から７０年で１００万ドル、合計２８０万ドルですか、そういうふうになつておりますが、市のほうではまた６７年度、６８年度、６９年でつくりあげるというふうになつておるんですがね。

民政府のものと那覇市の計画とずれた場合、はたしてそういうのが可能であるかどうか、その辺の見通しはどうなつているか、どうも理解できんですよ。




○番外（建設部長　花城　直政君）

　この付録Ａについております資金計画、中部総合下水道計画とこうなつておりますけれども、これは３，２２０万ドル全部の下水道計画の資金計画でございます。

　われわれがつくつておりますのは那覇市に関連したものだけをつくつておるわけでございます。だからその中から那覇市の関連するものだけを取り上げてありまして、そしてしかもいろいろの関連性が出てきますので、その中ではわれわれと関連がない、実際上は関連があるけれども仕事上は関係のない幹線と処理場を入れてあるわけでございまして、そういうことでございまして、別にこれと違うということはないわけでございます。




○２番議員（森田　孟松君）

　そうしますとですね、市のお出しになった事業計画では収末処理場は６７年度に着工いたしまして３ヵ月計画で仕上げるということになつておりますが、民政府のほうでは６６年度から６７年度で１８０万ドル、最終の６９年から７０年で１００万ドル、相当の期間のずれがありますが、そうするとこの計画というのは一体どれを信用していいんですか。




○番外（建設部長　花城　直政君）

　このわれわれが出しましたこの計画書の中にも６７年から６９年までにこういつたものが入つております。

　結局このガリバンのものはこれが出される前にできたものでございます。だからこのあとこういつたものが、われわれがいろいろ疑問点がありこれはどうなるかこうなるんだということで話し合いをして、これはもう１ヵ年ぐらいたつております。

　その間に向こうが総合的につくりかえておりますのでこれと合つておりません。だからこれが最終的なものじゃございませんのでこれを見ていただきたい。




○２番議員（森田　孟松君）

　次にお伺いしますが、これは実際上の仕事が始まる場合は、過去、個人の市民の方々は、だいたい連結するまでに１４０ドルぐらいの負担をしなければならないというふうにも解釈できるんですが、工事費としてこれだけは負担するようになつているわけでございますか。

　それと資金の問題と関連しますのでお伺いいたしますが、この下水道の設計、そういうのは全部ＤＥのほうでやつてですね、その負担もアメリカのほうがやつて仕事は市町村のほうがやるという意味ですか、那覇市のこれは、いわゆる幹線とか、終末処理場だとかポンプ場というところの設計なのか、その支線の設計全部含めた下水道との関連した全部の設計を一応ＤＥがやるのか、やつてもらいそれを市町村が引き継いで施行するのか、この辺はどうなんですか。




○番外（建設部長　花城　直政君）

　お答えします。第１点の民間につなぐために住民が１４０ドルの負担をしなければならないのかということでございますが、そのとおりでございます。１００万ドルというのは大体衛生施設、便所とか、今のくみ取り便所を水洗便所にしなければ、それから連結しなければならないということでございますのでそれぞれの負担をやらなければならないと考えております。

それから第２点の設計費のことでございますが、大体の基本計画は全部この総合下水道計画におり込まれておりまして、それは基本計画でございまして実際の配管は各市町村がやらなければなりません。

公社が運営する幹線と処理場、　それからポンプ場というものはやはりＤＥが直接設計するというわけで設計は、この関係はＤＥのほうがやり、それからあとの市町村の分についての設計は各市町村がもつ、これは那覇市の場合はほとんど市の議員でもつて設計できますけれども、できないようなポンプ場の設計だとかそういつたものはやはり発注しなければならないかもわかりません。

そういつた関係市町村がもつべき設計費も含まれておるわけでございますけれども、公社のほうと市町村の区別ははつきりしているわけでございます。




○２番議員（森田　孟松君）

　この資料によりますと市民がですね、この自己水源、いわゆる自分の井戸から水をくみ上げてこれを使う場合、それも全部一定の使用料を取るというふうにうたわれておりますが、そうなりますと現在自家水道みたいになつてやつておる方々も全部一率に下水道の使用料というのは取るわけですか、どうなりますか。




○番外（建設部長　花城　直政君）

　やはり下水道に連結された家庭の全部が下水道の使用料を払わなければならないわけでございます。

　ただその場合に水道水を使つておる家庭、水道水を使わない井戸水を使つておる家庭もあるがそこの使用料の算定が問題になってくるわけでございますが、これは今後できる公社でもつて十分検討されたと考えております。

日本内地でもそういつたのがありまして、いろいろ算定をして取つておりますので十分検討されると思います。




○２番議員（森田　孟松君）

　その他たくさんあるわけでございますが時間の都合上、最後にあと１点お伺いいたします。

　この下水道公社ができた場合は各市町村はどういうふうな責任をもつのかその会計はどうなつておるのか、各市町村としては特別会計みたいな考え方に立つてやるのか。

　それとも何か下水道公社から各市町村が事業分量によつて負担する金額を出資の形にして、公社というものを電々公社みたいなかつこうにするといいんですが、一体これの運営資金面ですね、これは一体どうなるか、一例を那覇市にとりますと、那覇市はそれだけの工事をしてやるんですが特別会計でもつて運営するのか、水道公社という傘下の中に入って、那覇市は出資者のかつこうにしてやるのか、その辺は一体どうなつているか。




○番外（建設部長　花城　直政君）

　その件につきましては６７年までに下水道公社をつくれというふうな勧告がありますので、政府のほうは十分考えていくかと思いますけれども、そのときになつてみなければわからぬじやないかと考えております。

（「いや那覇市の責任」という者あり）結局那覇市の責任の分担は私がさつき申し上げましたように、できる下水道の中で処理場とそれから幹線パイプそれからポンプ場、それは全部公社が運営すると、そこでもつて使用料を取つて使用料で運営していくと考えます。

　そしてそれ以外の重力式の下水道、これは各市町村が全部運営をしていろいろの維持管理をしなければなりませんし、掃除もしなければいけませんしこわれたら修理もしなければなりません、そういつた維持管理は全部関係市町村の分は関係市町村がやるということでございます。

　だからこの使用料は那覇市の分は那覇市が取つて、そして公社に納めていく方法にするのか、公社自体が処理場における使用料のものは公社でとるのか、そういつたことは今後の問題だと思つております。






○２２番議員（黒潮　隆君）

　ただいまの質疑の中でも明らかにされておるのは細部にわたつての計画について、これはどうしても６７年度までに下水道公社を設置するようにという軍からの勧告、これによつて下水道公社が設立しなければ那覇市がどういうふうな方法でこの下水道を運営していくのか、あるいは料金が幾らになるのかということもきまらないということを部長は答弁しておりますが、これは非常に重要な問題点ではないかというふうに考えます。

　そこでお尋ねしたいのは、こういうふうな下水道公社ができない前に、そういう方法ができない前にですね、どのように那覇市が有利になるのか、那覇市の収益になるのか、那覇市民が幾ら負担しなければならないのか、あるいは那覇市民はこのような計画で納得するのかという、これさえわからないままに工事を進めていくことは、いわゆる既成事実ができて下水道が完成されてあとから、そういうふうなアメリカの計画による下水道公社、これが立法院で、勧告に従つてつくられていくか、あるいは６７年度までにこの法律はできないかもしらない、このときは布令を出してアメリカの公社をつくるんだと脅迫していると見ております。

６７年度までに６６年度に勧告して６７年度までにつくらなければ布令を出すんだということまでも言つております。

　それからしてやはりそういうふうな法律ができてからこういうふうな工事に入るべきではないかというふうに考えますが、市当局はこれに対してどういうふうな考えをもつておるか、まずそれからお伺いしたいと思います。






○番外（建設部長　花城　直政君）

　お答えします。下水道公社というものは民政府の勧告によつて琉球政府はつくらなければならないというふうに考えております。

　またつくるように政府も今基本方針なるものを、下水道の基本方針なるものを、お手元に差し上げたとおりの書類のとおり基本方針ができております。必ずつくるというふうに私らはつくられるというふうに期待しております。

　問題はこの下水道公社というものがなくてもわれわれとしては那覇市自体でも下水道は早く設置しなければならんじやないかというふうなわけで、３年前から設計をいたしまして完成をしておつたわけでございますが、これは住民が使つて流しておる汚水をそのままほつたらかしするわけにはいかないこれはどうしてもやらなければならない、公社ができようができまいが那覇市の事務として、市町村の事務として当然やらなければならないというふうに考えております。

　それを運営するために中央沖縄下水道計画というような広範囲のものであるからして、公社というものができるんであつて、そうでなければ市町村自体やるということでございます。




○２２番議員（黒潮　隆君）

　なるほど部長の答弁にあるように那覇市独自でも下水道計画を進めたし、それはやはり衛生的な面から考えても下水道をつくるということは、これは私たちとしてもいいとこういうふうに見ております。

　ところが那覇市独自で計画し、日本政府に義務として支出させていく、工事費を日本政府から出させていくということで那覇市民の負担を軽減していくというふうな方向にいくのであればなるほど下水道計画そのものはいいというふうに私たちは見ます。

　ところがこの軍のＤＥが出した資料からすると、この軍が考えておる意図はやはり支配と収奪、これが露骨にあらわれているとこういうふうに考えております。

　具体的に質疑したいと思います。たとえば便所や洗たく場、これが約１００ドルかかるというふうに資料で述べております。

　そして本管をＤＥが工事をし、し線は市町村がやりますね、このし線に対して各家庭が接続する一連結ですか。一連結４０ドルというふうに書いてありますね、したがつて１４０ドルと、各家庭が負担するのが１４０ドルになるんじやないかというふうなことをここで述べておりますね、その場合に実際それだけの費用の負担ができるかということも問題でありますが、しかしながら水洗便所、洗たく場がやはり、そういうふうな法律の、衛生法の中にも下水道公社を設立する場合、そういう法律をつくる場合ははつきりそういう細かい面までうたわれてくるんじやないかと思います。

実際に１００ドルで水洗便所、あるいは洗たく場ができるかどうか、たとえば中に器具がありますので、引つぱつたら５ガロン一ぺんに水が勢いよく出てくる、これだけの器具だけでも相当金がかかる、その水洗便所をつくる場合どうしても木造ではできない、コンクリートになるんじやないかというふうに見ます。

　洗たく場の場合もそれが１００ドルという計算の基礎はどこから出てきておるか、さらに一連結４０ドルと述べておりますが一連結というのは一体何メートルか、たとえば那覇市が布設するし線、これに各家庭がつなぐ場合、ずつと奥に住宅をもつている人、あるいは道路に面して住宅をもつている人そういう場合の接続する場合の長さ、これがずいぶん違つてくるわけです。最低一連結要るわけですね、最低一連結要るとしても１４０ドルというこの計算がどこから生まれてきているか。

　ところがこの資料から見ますと現地利用者が１１０万ドル、この工事費を負担するというふうになつておりますが、那覇市が今５万８，０００世帯ですか、これを計算して軍が述べている１４０ドルぐらい負担するということになりますと８１８万ドルかかるわけです。

　なぜここには１１０万ドルしかかからないというふうな計算が成り立つのかですね、まずそこを聞いてから質問を続けたいと思います。

○番外（建設部長　花城　直政君）

　連結するためには１４０ドルの資金がかかる、これはどこから出たかこれだけでできるかという質問でございますが、これは私たちが出したわけじやなくして、それだけでできるという向こうの見方でございましてこれは今後公社ができまして、それからこの工事をわれわれがやりまして実際に連結するときに業者の、いわゆるそれを連結する人が、衛生業者に請負させてつくらすわけでございますから安いところも出てくるでしようし高いところも出てくると思います。

これはただこういう負担をすればできるという説明でございます。どこから１００ドル出たかどこから４０ドル出たかということは私はそうせんさくしなくてもいいと考えております。

　それからそれを５万戸の数に引つ掛けた場合はものすごい金になるけれども１１０万ドルという金はどこから出たかということでございますけれども、これはあれとは違います。

　これは水道で考えてもらうと困ると思いますけれども、水道の場合は本管から公道分だけは市が負担すると、そのうち側は全部住民が負担するということでございますね、これと同じような式でございまして、結局建物の中の排水施設、いわゆる建物の中の便所の、水洗便所の施設、それから台所の連結、これをもつてきて屋外に１メーター程度のものは個人がやり、それから道路までの本管までの間は５メーターになるか６メーターになるか１０メーターになるかわからぬけれども、この費用が相当かかる、それでここで言う５８０万ドルかかるそのうちの８０％は日本政府の援助をいただき、２０％は住民がもちなさいということであります。

　だからこれは結局下水道を布設いたしますというと、これは水道とは別でありまして、下水道が布設されたところの住民はどうしてもこれに連結しなければならぬようになつてくるわけでございます。

　現在の建築基準法でもそううたわれております。下水道ができてこの区域はもう下水道を何していいという市長の告示があつた場合は、そこの建物は全部水洗便所に、なければ建築確認ができないということになつております。

　これは当然義務付けられるということであります。

これは現在の建築基準法でもそううたわれておりますしそうしなくちあならぬ、そこにわれわれの文化生活が営まれるわけでございますので非常にけつこうじやないかと思つております。




○２２番議員（黒潮　隆君）

　部長の説明では便所や洗たく場、これができるのか大体業者が請負うわけでございますが、大体１００ドルぐらいじやないかというふうにＤＥが言つているが実際には幾らかかるかわからないわけでございますね。

　さらに１１０万ドルというのは、この屋敷から市が布設する線につなぐだけの短い距離を言うているんだということですね、この１１０万ドルの場合は、ところが屋敷を見ても便所がですね必ずしも那覇市が引つ込み線を通すし線を通す側に近いところに便所があるとは限らない、例えば７０坪くらいの屋敷でやはり右側の片すみにつくられた便所があるとしますね、ところが実際に左側から通るという場合にこの屋敷内から布設させた管ですね、これは一連結で済むあるいは、１０メーターで済む家庭もあれば二つも三つも要るというふうになつた場合は、ここで述べている財産として負荷するというのはその工事の請負師がその各家庭から取るというわけですね、これからみた場合に。




○番外（建設部長　花城　直政君）

　ここに建物がありますね、ここに便所があるとしますとこの便所を全部水洗便所にして、それから流し場もありますし手洗いもあるしみんな施設をして一応出してくるわけです。

建物から１メーターぐらいまで、これはその家主の負担、それからこの道路の本管までの施設これは今の１１０万ドル、結局合計５８０万ドルの金が予想されるというわけでございます。それを日本政府が８０％、住民が２０％負担するということでございます。

　そして便所の１４０ドルというのは、これはただ話をしただけでございまして、そういつたものは日本内地でも助成をしております。

関係市町村が、助成をしていつて結局１４０ドルかかるけれども、どれだけ補助するかわかりませんけれども、今後沖繩でもそういうふうに考えていかなければならないと考えております。日本でも実際に助成をやつております。




○２２番議員（黒潮　隆君）

　部長が言つてるのはわからないけれども、屋敷内の工事も市町村がもつということでございますが、はつきり言つて。というのは水道の引つ込み線ですね、われわれが水道を入れますね、その際は屋敷から道路まで出る部分は個人に負担させているわけです。




○番外（建設部長　花城　直政君）

　これは補助する対象になつていますのでこれを市がやるんじやなくして、こういつたものは指定店にまかしてもいいと思いますがこれは今後の問題でございます。

　いろいろ下水道工事が始まりまして家庭の連結が行なわれるまでにはそういつた下水道法もできるでしようし、それに関連して条例もできますので、助成規定もできるでしようしいろいろな問題が出てきますので、そういつたものと関連させて仕事を進めていくということでございます。




○２２番議員（黒潮　隆君）

　これはそういうふうな公社設立の法ができ、あるいは衛生ができた場合に、衛生地区として告示された場合は建築基準法によつて水洗便所をつくらなければ建築確認さえされないと、こういつたところに、いわゆるそういう負担できない市民は必然的に那覇市から追い出されるということがはつきり暴露されてきているんじやないかというふうに見ております。

　今水道料金を払わない場合は、２、３ケ月払いきれない場合は水道をとめておる、さらに電気料金を払わない場合はすぐ電気を切られておる、さらに電話料金を払わない場合はすぐ電話がとめられております。

したがつてこの水道料金ですね、これが倍以上になるというわけです。

　たとえば水洗便所というのは水を多く使うわけです。したがつて一立方ますごとに、１６セントですか、これは１ドル１０セントの基本料金に超過分のメーター使用料を含めるともつとなると思うが、たとえば１０立方使うとすると１ドル６０セントという水道使用料になりそのために使用料金が倍以上になつていく、それに下水道の汚水ですね、洗たく水、あるいは便所から全部流すということで下水道使用料というのがこの水道使用料金にくつついてくるわけです。

下水道を使うことによつて水道の利用が増大してまいりますね、そういうことで使用料が３倍になるかもしれない、これは適切な料金にするとだけ書いてあるだけであつて、幾らになるとは書かれてないわけです。

　それからするととめられた場合は便所に行くのをやめるわけには人間はいかない、そこにたまつてむしろ衛生上非常に悪くなり貧しい者は便所さえ行けないような状態になつてくる。

　今の市民の経済状態ではそういうことが予想される、その場合にやはり料金を払えなくなつても市町村が負担してそういう下水道公社に払うのか。

那覇市が補助して払うようなところまで那覇市は考えているのかですね。

　たとえば水道がとめられた場合は、隣りから、あるいは井戸水を使うということもあるわけですが便所の場合はそう簡単によその便所を使うわけにはいかない、そういつた点にも大きな問題がでてきわせぬかということであります。




○番外（建設部長　花城　直政君）

　お答えします。下水道に連結したときは水道の使用料がふえて、水道料金もふえるし下水道料金も取られて３倍ぐらいになるんじやないかという御懸念でございますが、一応そういうぐあいにみんな疑問を抱かれると思いますがそうじやございません。これは水洗便所を使つても、もちろん水の量はふえます、幾らになるかいろいろ計算してみますと、これは一人当たり便所に行つて、水洗便所に行つて水を流して、そして手を洗つたりなんかすると、今までの統計上では１人当たり０．０２立方メートル、（「ガロンでは」という者あり）２０リットル一日に大体使うんだという計算になつております。それに３０日かけたらどのくらいになるかという点を、６００リツトルそれを計算していきますと１カ月に１人で１立方メートルもふえないわけです。だから何もそれでもつて水道料金がうんとふえると、もし１立方メートルふえたら１６セントですね、それだけですよ便所と台所、それからふろ場の水は下水道に入れなくても使つておるわけでございますから同じことです。何も変わらんわけです。

ですから御心配されることはありません。ただ問題は下水道の料金がどのくらいになるかということでありますけれども、これは今下水道公社というものができて、どういう方法でやるんだというようなことがきまらん限り、私が申し上げることはできませんけれどもそんなに高くはないということでございます。




○２２番議員（黒潮　隆君）

　１６セントの水代で処理できるんじやないかと１人でですね、部長、１人１６セントという計算ですね（「はい」という者あり）そうしますと月に計算しますと２０リツトル使うということですか。




○番外（建設部長　花城　直政君）

　今の１６セントと私が申し上げたのは水道の超過料８立方を加えたときの１立方メートル当たりの１６セントそれですよ、それが１人当りですね、もし４人半、那覇市の大体平均家族は４、５人でございますので、それを掛けると２、７立方メートルが、これだけが今までの水道よりは量はふえるということです。

　それからもう少し具体的に説明を申し上げますと、那覇市の上水道、これは毎年配水量が記録されておりますけれども、１人当たり使用料が１３０リツトルと統計書に出ております。１３０リツトル、これはフロ屋も工場も料理屋も役所も住宅みんな平均して１３０リツトル、それを全部１３０リツトル使つているかといえばそうじやないわけです。大体家庭はその約５０％、だから６５リツトルしか使つていないということです。

１３０リツトルはプールにした平均ですから、あなたの家も私のうちも大体その半分しか使つていない、そうしますと１カ月４人半の家族の場合は８．７立方メートル、水道の量は、だから大体４人半、５人おる家庭は定量の８立方メートルたいてい使つているこれだけのことですよ、その中で下水道が入つて２．７立方メートル上回わるので、その２．７立方メートルだけが超過料を取られるということでございます。

それだけ料金がふえるからもう下水道はやらないということになりますと、じやあわれわれは文化生活がやれないんだというようなおかしな結論になるわけでございます。

　だから２．７立方メートルということになりますと、これは１立方メートル１６セントで、　３２セント余り水道料金がですね、そういう４，５人家庭の場合は水道料が下水道に連結することによつて１ドル６６セントというふうな計算になると思います。

　この下水道の問題については今度下水道公社ができ、法ができて、条例ができてからそういつたものによつて計算していきますので、これは幾らになるかわかりません。

　ただ問題はそういつたものがそんなに大きな金にはならないと、なぜならば日本の下水道事業に対しては３分の１の国庫補助がある、ここの場合は９１％補助があるということから考えても料金はうんと、日本の場合よりも安くなるんじやないかと考えております。




○２２番議員（黒潮　隆君）

　私は逆だと見ております。なぜかというと東京都が今度上つても那覇市よりは３倍半安いわけです水道料金は、那覇市が高い、那覇市に対する軍が売つてる水そのものが高いわけです水代が、今部長の言つてる２２リツトルしか使わないということはこれはうそなんですよ、大体５ガロンだと思うんです、便所で一回押すとグワツト水が流れるのが、そうしないと押し流す力がないといわれております。

　それは非常に安くなるんだという、安くかかるんだということを説明するための答弁だとそういうふうにしかわれわれは見ないわけです。

　そして本土よりも安くつくということは当たらないわけです、水そのものが高いわけです３倍から４倍も高い、そして水道料金そのものが部長の言うよりは上るということです。

水道を多く使うという計算が成り立つわけです。

　そして繰り返して述べておるようにそういう公社ができて細かい計算が出てこないと下水道使用料そのものがわからないと。

　さらにお尋ねしたいのは前提条件としてはですね、いわゆる水道を入れていなければならないということを言つておりますね、上間に強制的に取り上げようとする貯水タンク、これを下水道の計画と大きく関連させていたというふうに私たちは見るわけですが、この軍が述べているのを見ても前提条件として全部水道を入れさせるというふうなことを考えているわけですね、これとしまいのほうにあります下水管が完成してから６ヵ月間は同管から３００メートル以内のパイプケイシングのない堀り井戸の使用を禁ずる公衆衛生法これをつくらしていこうということなんです。

　パイプケイシングというのは井戸を堀る場合にタンクでセメントでつくつたものだと理解しますが、あるいは間違つているかもしらぬ、これはほとんど沖縄の井戸を見た場合に７，８０％は石積みなんです、その上に２つ３つぐらいのタンクを置くというのが沖縄の堀り井戸なんです。

これを３００メートル以内にあるものは６ヵ月間使用させないような法律をつくろうとすると、そうなると那覇市の井戸は全部だめになる、いたるところに那覇市の道路に排水管が通りますね、これから３００メートルに接近する井戸は使えないということになればこれは田舎でもおそらくだめだろうというふうに言われております。

　これをなぜ６ヵ月間という期間を、そういうことをしていこうというのは接続しているところから漏れるかもしらぬと書いてありますね、それは６ヵ月だけじやなくして１年後も漏れるかもしれない、２年後に漏れるかもしれないわけです。

こわれていく場合もありますね、いろいろなことで、そういうことであればまだ漏れるからということでさらに延ばしていく可能性があるかもしれません。軍はこの井戸水をなるべく使用させない方向にもつていこうとしているわけですね、これはどういうところに意図があるのですか。




○番外（建設部長　花城　直政君）

　お答えします。６ヵ月間の間は約２，３００メートル以内の堀り抜き井戸の使用を禁止するということでございますけれども、これはやはりいいことでございます市民の衛生面から考えますと、もし汚染されるということになるとぐあいが悪い、６ヵ月と限定したのはこれはそういうことでありますが、ここでは法規でもつてつくるべきであつて、こういうものを考えなさいということでございますから、これは３ヵ月になるか４ヵ月になるか５ヵ月になるかということはこれはそのときの法律を立案するときに考えなくちあならぬわけです。

　ただこれの意図するのは、結局漏れた場合には井戸が汚染されるのでこういったものがほんとうに漏れるか漏れないかどうかということを確かめて、試験をして漏れた場合はその処置をする期間だとわれわれは考えております。

　だからこれはその後漏れなければこれは使わすわけでございますので、これはお互いの衛生管理上非常にけつこうなことだと考えております。




○２２番議員（黒潮　隆君）

　今漏れるか漏れないか調査して試験する期間だと、それ以後は使わすというふうな答弁をしておりますね、これは部長の個人的な考え方じやないかというふうに見ております。

この漏れるというのは１年後にもある、これは水道の場合もあるわけです。どんな工事の場合も、あの与儀のガソリンパイプ、これもやはりたびたび漏れるわけなんです、相当金をかけてきちつとつなぐわけですがやはりどこかで漏れる、そうすると漏れると汚染するから衛生的にまずい、部長はそれはいいことだという答弁をやつておりますが、今でもいろんなくさつた水を流しぱなし、便所もあふれる、し尿処理もいいかげんにされているのでこれは悪いことをしていると、民政府も政府も那覇市も全部悪いことをしているというふうに部長の答弁からは受け取れるわけです。

いわゆる井戸水を使つた場合にはこの下水道使用料が確実に把握することはできないわけですね。これは水道みたいにいかんですよ、水道の場合はちやんとメーターにあらわれますので、水洗便所を水道で使つた場合はメーターに幾ら使つたというふうにあらわれるので家庭にある水を使つた場合は下水道料金に加算されるのでやりやすいでしょう、しかし井戸水を使うあるいは天水をためて使う場合は下水道使用料を徴収して取りあげていくという点でそういう面からこの井戸水を使用させないというのが１点。

　さらにもう一つは井戸水や天水などを使用する場合はアメリカはもうからんわけです、うんと水道を使つていい、そうすると上間タンクの１，０００万ガロンでは不足するので、さらに３年後にまた１，０００万ガロンのタンクを強制的につくれということなんです、これはすごい水量なんです。

　その２点からくるのではないかと思う、６ヵ月間井戸を使うのを禁止されてしまうと水道の入つていない家庭も水道を入れざるを得なくなる、水道を強制的に入れさせるための、それに追い込ますために、６ヵ月間の使用禁止というふうな法律をつくらそうというのがこの民政府の考え方ではないかと思うわけですが、これについて。




○番外（建設部長　花城　直政君）

　お答えします。これにつきましては黒潮議員はそういうふうに解釈されますけれども、われわれとしましては６ヵ月間というのはそういつた、もし漏れて汚染をされたときには困るんじゃないか、だからその修理をさせる、そして漏れないように修理させるという期間を含めて６ヵ月と見ています。

　水道は必ず使わなければならないというような規定は水道法には何もないし、水は井戸水でもいい天水でもいいと思いますので何も、そういうふうに何も考える必要はないと思います。

しかし水道の水を使つたほうが衛生的にはいいわけです。天水や地下水を使うよりも水道を使うほうが病気にはかからないと、消化器系等の病気はかからないということははつきりと統計に出ております。

　だから水道水を使うということは望ましいけれども、必ず使えということは水道法には何も規定はないわけです。これは天水を使うとか井戸水を使うとかはその人のかつてですよ、この６ヵ月間というのはわれわれはそういうふうに解釈するわけです。

もしそれをせずにそのまま放つたらかしたんじやこれはたいへんなことにもなりますし、もし汚染された場合はこれは施行者の責任になりますからそういう規定をしていつて、そして住民の衛生管理をよく考えていかなければならないということでございます。

（「議長進行」という者あり）（「何をいつてる４時まで時間はありますよ」という者あり）　　　　（議場騒然）






○２２番議員（黒潮　隆君）

　汚染されると困ると、なるほど困ります。しかしですね今まで彼らがどういうことをやつてきたかというとですね、２０ヵ年間も沖縄の衛生をどういうふうに管理してきたかということを考えた場合はおのずからはつきりすると私たちは見るわけですが、これはもちろん必ず水道を入れなさいということは法にうたわないけれども、しかし彼らの考え方そのものが前提条件として全部水道を入れさせると打ち出しています。

それを那覇市が工事を負担するためにばく大な資金を開発金融公社から借りるわけです。そういう場合にやはり借金を多くすればするほど開金に市町村那覇市自体が支配されていく、そして市町村がいやいやながら分水協定を結んでいく、そういうふうに追い込まれていくんじやないかというふうに見られるわけです。

　さらにお尋ねしたいのはくみ取り業者ですね、これはごく最近去年でしたか、１昨年あたりから衛生的に考えて馬車よりは吸い上げポンプのついたトラックですか、この自動車にきりかえさせていつたわけです。

　そして業者もこのくみ取り地域の割り当てもしてきた、そうとう金を借りてやつているわけです。

　結局馬車をもつていたのが運転免許を取るためにずいぶん苦労もして、車を購入しているこの人たちはすぐこういう下水道ができるとだめになる、もちろんそれは文化生活、社会が発展していくためにこういうのが出てくる、それに対してはどういうふうな方向に進めどういうふうに政府も市もこれの対策ですね、補償するとかいろいろ考えているか。

　それから市内に豚小屋がたくさんありますね、この場合にもやはりどういうふうな措置がなされるのか、たくさんあるわけですね、これをさらに下水道使用料というのが映画館にしろ食堂はものすごく、やはり多くの人が水を使う、それに対して下水道使用料というのが取られていくという場合に、こういうふうな入場料、これの値上げですか、あるいは食堂あたりの値上げですね、これがこの計画にしたがつて値上げしていくのではないかとこういうふうに考えてますが、そういうことは全然かわらないと見るのか。






○番外（建設部長　花城　直政君）

　お答えします。そういう下水道を使用することによつて食堂とか映画館の経費がよけい重むから料金が高くなるんじやないかということでございます。そこはどうなるかわかりません。ただ申し上げたいのは、結局くみ取り便所で負担しておる金よりも、またそれ以内あるいはそのくらいの金で下水道の使用料ができるならばこれは何もふえはせぬでしょうし、また衛生上非常によくなることだから、結局いろいろな那覇市の恩恵は出てくると思います。産業にしても、それからいろいろな営業にしてもかえつて国民所得はどんどんふえていきますので利益はもつとよくなるんじやないかと、逆に私は下水道施設をすることによつてこの市民の所得というのがかえつてよくなつていくんじやないかと考えております。

（「豚小屋」という者あり）






○番外（経済民生部長　慶佐次　盛宏君）

　豚小屋についてお答えします。その前にくみ取り業者ですが、これは今し尿の処理につきましては全部これは市長が許可を与えた衛生業者に条例で示す料金でくみ取りをさせておりますが、その中で吸い上げ車が４１台、それから今黒潮議員がおつしやつた簡易車、小型車にのせているのが５台、それから馬車が４５台、合計９１台の機動力を使つてやつておりますが、下水道公社ができたら９１台が消えてなくなるということじやなくして、これも普及の段階というのがあるはずですから、逐次これは普及していくわけでありまして、その間にこの業者はやつぱし時代の波に沿つてある程度転業していかなければならないんじやないかと思つております。

たとえばこういうように考えております、７，８年前に黒糖のタルが一業者が時代の波にはどうすることもできず、タルが一製造を廃業してそれぞれの道に転業していくと、こういうことも時代の進むにつれ、一定の転業というものはこれはなされなくちやならないんじやないか、ところが下水道をつくらないということは、むしろこれは進むべき道ではないと考えております。

　豚小屋につきましてはこれは特別清掃地域におきましては人家から相当距離離れなければならないわけであります。

　それについてはわれわれは従来ともその養豚業者と話し合いを進めましてできるだけ特別清掃地域外に移転をしてもらうように話を進めております。

　現に、真嘉比、山下町あたりで協力を得て逐次移転をしておるのがおりますが、こういうのはもともと、人家のないところに豚小屋があつて、豚小屋に人間が近づいてきたんだという論説もあると思いますが、現に特別清掃地域になつて現に都心部になつておれば、結局は清掃法に基づいてこういった業者はある一定の地域に移転してもらうようにわれわれは行政指導をしていきたいというように考えております。






○１３番議員（儀間　真祥君）

　お尋ねします、ただいま議題になつております下水道計画、これについてですが、その前に一連結についてこれはまだ十分に了解しておりませんので一連結が４０ドルというふうになつております。

　その一連結がどのくらいまで各家庭からですね、市の施行した線までつなぐまでにどのくらいで４０ドルかということについて御説明願います。






○番外（建設部長　花城　直政君）

　お答えします。これは黒潮議員にもお答えしたとおりであります。

もし便所の中の中にも入つてくるこの１メーター間はその便所の所有者でやらなくちやならない、それから公道までの間のものを今の日政援助と住民で負担するという意味でありましてその４０ドルというのは管をつなぐまでの１メーター間のものであります。

　それから中のいろいろの公道に出すまでの間の連結管につなぐもの、そういうふうに考えていただきたいと思います。




○１３番議員（儀間　真祥君）

　一連結は１メーターぐらいということを聞いておりますが、１メーターというふうに理解していいですな。




○番外（建設部長　花城　直政君）

　これはこの建物によつて全部違いと思います。だからこの建物から屋敷に出すその間のものであります。




○１３番議員（儀間　真祥君）

　それでは一連結というのは幾ら長さはあつてもその間をつなぐのは一連結といつていいですか。

　それから資金計画、これについてでありますが、資金計画によりますと、主席からきた那覇市の下水道計画事業、この施行については第１項に資金計画については目下検討中であるということであるが、その軍からの総合計画の附録Ａ、これの資金計画によりますと何か計画は出ておるようですね。

きよう配ばられた資料によりますと、これは資金計画かどうかわからぬが資金計画の表が出ております。

　この資金計画の検討中だというのはどういうことですか。




○番外（建設部長　花城　直政君）

　お答えします。これはさつき森田議員に御説明したとおりでございます。




○１３番議員（儀間　真祥君）

　それでは森田議員に説明したとおりだということですが、これに２０万ドル市が予算外義務負担すると、その収入の面によりますと軍補助金になつております。

　それで翌年度から那覇市が起債するようにもなつております。

この資金の割合ですね、那覇市が幾ら負担して、政府が幾ら負担するんだ、あるいはアメリカが幾ら負担するんだという割合、これはどういう根拠に基づいてやつておるのか、これについて御説明願いたい。




○番外（建設部長　花城　直政君）

　資金計画の、これはわれわれの事業計画でございますが、これに書いてありますけれども、結局起債分はさつき申し上げました那覇市の負担分、これを起債にもつていこうというわけです。

９１％は民政府の補助、残りの９％の分が負担分です。




○１３番議員（儀間　真祥君）

　９％の負担という計画になつておりますが、これ自体下水道法、法によつてなされておるのか。

　ただ９％これには書いてありますが、この９％が単なる書簡であるのかどうか、それとも下水道法というものができてそれによる負担であるのかどうか。




○番外（建設部長　花城　直政君）

　下水道法では別に９％起債でないというような回答は何も書いておりません。

　資金計画の中で９１％は民政府が補助するあとは君たちもちなさいということでありますので、起債でもつてわれわれはやつていこうということでございます。






○１３番議員（儀間　真祥君）

　この場合にですね、今の９１％出すと残りの９％は市がもてというようなことでありますけれども、この場合に下水道法、これはつくらなければいかぬということになつております。

これによつて下水道法によつてちやんと負担の割合、これは出てくると思いますけれども、これはどんなものですか。






○番外（第二助役　新垣　義徳君）

　お答えいたします、資金の分担でありまするが、もちろん主席から市長あてにきた文書の資金計画については目下検討中だという表現で出ております。で、それを問い合わせましたら先ほどから御説明申し上げておる下水道総合計画の中に、その中の資金計画の中に９１％は米国民政府または日本政府が出す。

残りの９％を市町村でもてということになつておるわけです。

基本線は出ておるわけです。今後下水道法が出てまいりまするのでその下水道法の規則等の面でそういう場合の趣旨が出てくると思います。




○１３番議員（儀間　真祥君）

　今ですね、要するに９％の市が負担するということであります。

この負担をするわけですが、附録Ａを見ますと使用者、下水道の使用者に負担はかかつてくるようになつております。

　この場合にどういうふうな方法で負担していくか、その点について御説明願いたい。




○番外（建設部長　花城　直政君）

　お答えします。これは使用料につきましても下水道公社ができなければ何とも申し上げられませんけれども、日本の下水道の使用料の算定を大体申し上げます。

　二つの方法をやつておりますので日本では水道料金の何パーセントと、４分の１なら４分の１、３分の１なら３分の１というふうにぶつかけておる市町村もありますし、また水道が入つていないところはこの家は大体このくらい使うだろうという算定をしてやつているところもあります。

　もう一つの方法は下水道の終末処理場において水は流れてきますので、この量ははかれますので、その総量でもつて計算していくという方法があります。その方法は建設費、今の下水道の建設費と利子、これを５０％償還というような考え方で、それから５０年で消却するというような考え方で、そしてその金を出して、それから現在の運営費、運営費を出して、それを終末処理場に出てくる下水道の水の総量で割る、そうすると１立方米幾らということになります。それでもつて計算していきます。だからその方法は今後下水道公社というものができますので、そこでどういう方法でやるということは出てくると思います。




○１３番議員（儀間　真祥君）

　今の那覇排水区の下水道計画、これによりますと、３５万５，０００人というふうになつております。この場合に世帯にすると７万５，０００世帯、５人家族の場合にはそうなると思います。

　これだけ、この下水道施設、これだけ入れたらいいんですが入れない場合はどうなるのか。それと今の下水道使用料の取り方、そのものから見ますと下水道処理の終末処理についてこの区域は幾ら使用したということがはつきり出るから、要するに総運営費、そういつたものを総額で割つて負担させていくということになりますが、この場合に、この計画どおり３５万５，０００人対象になつた場合はいいわけですが、現状の状態ではとうてい今計画どおりの下水道、水洗便所とか、洗たくとか、そういうのを施設する能力がない人もたくさんおる、これはどうなりますか。




○番外（建設部長　花城　直政君）

　この件につきましても、さつきの答弁申し上げましたけれども、結局現在の建築基準法ではすでにうたわれておりまして、下水道ができてその下水道をいつ、いつから開始するというような、特定行政庁が公告した場合にはそれ以後の建築物は必ず下水道に直結するように、水洗便所に連結しなければならないように義務づけられております。

　これは法律でございます。それから現在ある建物はどうするかということでございますが、これはまた法でどう出てくるかわかりませんけれども、１年以内なら１年以内、２年以内なら２年以内にやらなくちやならないというふうに出てくるかこれはわかりませんけれども、これについては助成をしていくと、東京あたりでも助成しておりますが水洗便所をつくるには相当費用がかかる。それを今おつしやるように非常に所得の少ない人には非常に困るんじやないかということで、だからこういつた人に対しては助成をしなければならないということで助成の方法があります。それで沖縄でもそういうような方法をとつていかなくちやならないんじやないかと思つております。

　そういうふうにすれば下水道というものは全部連結していただけるということで、また現在お互いが出しているこの便所のくみ取り料ですが、これはほとんどの家庭が５０セント出しております。そして台所の水これは流しぱなしであります。その流しぱなしが困るわけであります。

　便所の水が５０セント出しておる、この流しぱなしの水はこれはだれが管理しているかといいますとこれを市が衛生人夫か、道路の工夫が掃除をしております。この掃除の費用がものすごくかかるわけです。

　われわれはこれを仮りに出してみたわけですけれども、那覇市の全区域に全部こういう道路ができて排水ができて、この水を流して捨てた場合にこれをどのくらいかかつたら完全なる下水道をつくつたと同じようなりつぱな側溝を維持することができるかというふうに仮に計算してみました。

　これが何と１ヵ月に３万６，０００ドルかかる、３万６，０００ドルの金をかけなければ維持ができないわけです。

　今その維持をみなさんほつちらかしておるわけです。全部流しぱなしにやつておるわけです。それを市は側溝の修理をし掃除をしたりしておるわけです、それでも完全にいかぬわけです。完全にいかぬからしてわれわれは毎日陳情を受けておるわけです。陳情ぜめになつておるわけです。

　だからその金をわれわれが出してもらうなら掃除をやらなくてもきれいになります。便所の水だけ流せばいいだけですから。ところがその金はだれから出るか、税金から出る、お互いの負担から出ると、だから何も高くないとまた貧乏人だからこれはやれないということは当たらないと思います。

結局自分の流した水は処理しなければならないということでありまして、だからこれは下水道ができることによつて何も個人の負担がそうべらぼうに負担過重になるというようにはわれわれは考えていないわけです。






○２４番議員（赤嶺　慎英君）

　ちよつとお尋ねいたしますが、下水道事業が住みよい都市、文化都市に絶対優先しなければならないということはよくわかつておりまして、当局にも２、３年来、下水道課が新設されまして下水道事業に取り組んでおるということはよくわかつておるけれども、幸か不幸かしれませんが、任期すれすれに２０万ドルという金が那覇市に飛び込んできて、今下水道事業の本格的問題を各議員が御心配されて御討論なさつておられるのが実情だと本員は考えるわけであります。そこで本員がお尋ねしたいと申し上げますのは、議会がこの２０万ドルの助成金を受けて立つかどうかという問題に、そしてこれを契約して支出負担行為をするかどうかにしぼられておると本員は考えておるわけでございますが、すでに予算外義務負担の議決もされているし、現在この契約をやらさなくちやならないと考えておりますが、１、２点お伺いしたいと思います。資金計画からいたしましても那覇市は１セントも負担をしないでこの２０万ドルの下水道事業のためにかけようとする議案でございます。

　ところがですね、お尋ねするのは将来下水道事業がですね、どう変更なりましても今度の契約する工事部門は絶対に必要であるかどうか、契約が変更されたら、下水道事業というものが万一のことがあつた場合に今度の契約になるところの工事はほごになる工事ではなかろうかどうかという問題が１点です。それと同時に２０万ドルに約４００ドルぐらい不足してこの契約はなされるわけですが、その場合に市もあるいは道路を掘り起こして、また土木事業で復旧作業をやらなくちやならないということもありはせぬか。

また金をかけてそこを修復しなければならぬということはありはしないか。

　これは仕様書がないから全然わからないわけですが、それと同時にこの工事のために各家庭に対して何も御迷惑になるようなことは、もちろん財政的でございます。仕様書がないためにはつきりとわかりませんが、その３点御答弁をのぞみます。






○番外（建設部長　花城　直政君）

　お答えします。第１点の若狭、辻町工区の仕事が下水道の総体的な計画が変更になつても支障はないかということでございますが、それはさつきも申し上げましたように全然支障ございません。よしんば処理場の位置が変更になつてもそれは別に支障はないというところから始めておりますので全然支障はないわけです。それから２番目の舗装工事されているところ、この工事は掘り起こしていくんだがあとの仕末はどうしていくかということでございますが、これもこの工事の中で業者がちやんとアスフアルトならアスフアルトを修復していくと、タールならタールになおしていくという、もとの状態になおしていくというような契約でございますのでその点御心配ございません。

それから３点の住民に経済的負担がかかるかということでございますが、この工事は別にかかりません。






○１２番議員（真栄田　義晃君）

　今までの質問と重複しないように２、３お尋ねいたします。

まず基本的な考え方からですね幹線、先ほどの部長の説明によりますというと、日本では国庫補助が３分の１で沖繩の場合は９１％の補助がある、したがつて使用料金も、そう使用量も上ることはあるまいということでございますが、その点についてはなお本員危惧がございますのであらためてお尋ねいたします。

ポンプ場幹線終末処理場のごときはこれはあくまでも米政府が１００％負担ということでありますが、これは軍がそういうふうにして建設しますが、建設後これらの施設はですね、琉球政府の下水道公社に無償で譲渡するのか、あるいは貸し付けるのか、そういつた面についてはどうなつておりますか、お尋ねいたします。






○番外（建設部長　花城　直政君）

　お答えします。公社については私たちはわかりませんが、下水道公社ができるときにそういつた問題は検討されると思います。




○１２番議員（真栄田　義晃君）

　それからもう１点お尋ねいたします。それからこの使用料金は細部についてはよくわからないというけれども、基本的な考え方としてですね、需要者の負担によつていわゆる独立採算制にもつていくということでございますがそこでお尋ねしますが、幹線終末処理場はですね、いわば軍民の共用施設になるわけです、　瑞慶覧と三重城に２カ所終末処理場はできますがその集水してくる汚水の区域は軍民両方にまたがつておるわけです、そうしますというと幹線ポンプ場、それから終末処理場は軍民の共用施設ということになるそうなりますとそこで使用料を独立採算制をとつて算出するというけれどもこれらの施設の維持管理費の軍民負担の割合はどういうぐあいになるのか。




○番外（建設部長　花城　直政君）

　お答えいたします。これはさつき儀間議員に説明したとおりでございまして、下水道の公社ができて下水道法もできて、そして料金の算定をどうするかというものができてそれによつて算出されていきます。

　かりに私がさつき申し上げましたように終末処理場でもつて出てきた排水量から割り出していくならば、これは何も関係ない、結局軍のほうから流れる水は軍で計算される、民のほうも計算されるというふうに出ますので、

（「量はちやんとこれに入つておりませんかな」という者あり）各家庭から出てくる量は予想されております、そういつたもので計算されていくから問題ないと思いますが実際に運営してみなければわからぬと思います。




○１２番議員（真栄田　義晃君）

　さらにもう１点お尋ねいたします。軍の考え方はですね、私はこれはもつぱら民間からの下水道使用料だけでまかなつていくんじやないかという危惧をもつております。

別にこれは私のあて推量ではないというのはですね、　これらの施設の人件費、電気、消耗品の運営費は１日平均、７００ドルと算出してですね、これで料金の算出をやつているわけです。これを年間にすると、約２５万５，０００ドルになる、そこで１日平均４０万ガロン処理するとして１，０００ガロンにつき、０．０２ドルを超すというと、まあ大体３０万ドルの料金が徴収できる、

　そうしますと、１，０００ガロンにつき０．０２概算ですね、これを１家庭に平均しますと、これは２ドル以内でとまるというぐあいに言つておるわけですね、その点から考えますとですね、やはり運営費は７００万ドルと見て、その２５万５，０００ドル、それを１，０００ガロンにつき０．０２ドルを徴収した場合にはそれだけの運営費が出てくるというふうに計算します。

　これはやはり民間の使用料でもつてそういう共同施設の運営費その他をまかなつていこうという考え方だというように思われますが、その点についてはどう考えられますか。




○番外（建設部長　花城　直政君）

　この使用料の件につきましては私たちが去年の１２月に質問を受けたときにも話がありまして、これはおかしいというわけでわれわれは反駁したわけです、ここに書かれているのはそういうことだと思います。

　それをただ説明をしているだけだと思いますけれども、やはり下水道公社ができてそこでもつてそういうものは考えられていくわけですから、これは今後の問題としてわれわれも民だけの負担にせずに軍からもこれが出るようにしなくちやならないんじやないかと、さらに計画の中にもちやんと書いてありますけれども、水道料金の売り上げ金から補てんするというような、運営の補てんをするというようなことも説明は書いてありますので、結局那覇市だけの負担じやないということははつきりしておるわけです。




○副議長（大山　盛幸君）

　まだ質疑ございますか。

　（「もう２点あります」という者あり）




○１２番議員（真栄田　義晃君）

　次に関心を私もつのは市の負担分についてですね、

　これは軍の計画によりますというと主力施設の年間の運営費は承諾である、承諾であるというだけじやどうも安心できない、で、マンホール及び下水道を清掃するだけでいいといつておるが、具体的にはですね、そういつた那覇市の負担分について、マンホールを掃除したりあるいは下水道を清掃するため、あるいはそういう主力施設の未端施設の運営、維持費というものは那覇市としてはどのくらい見ておられますか、これを御説明願いたい。




○番外（建設部長　花城　直政君）

　これはわれわれの市案でありますけれども、これはわれわれが荏原建設さんにお願いいたしまして那覇市のほうから独自の下水道計画というものを基準にしてつくつたわけですが、那覇市のものだけで１２万ドルぐらいの維持費がかかるんじやないかというように予想をつけております。

　ただこれも結局、下水道の量、使用料、これがはつきりできたあとの計算をしてみなくちやはつきり出てこないわけです。

　ただこれを消却するとみて、今の施設にわれわれが補助をもらつて、９１％の補助をもらつて、そして施設をする、この施設をされたものの建設費、それから銀行起債、利子こういつたものも含めて全部消却をするというような考え方で出したものであります。






○１２番議員（真栄田　義晃君）

　本員がこれまで聞いたですね、一番基本的には私は疑問に思つておりますが、そういつた幹線ポンプ場、終末処理場を建設して米国の９１％補助をもつて、米国の建設したあとにですね、これが琉球水道公社ができてその財産は琉球水道公社に移管することになるのか、それが貸し付けるのか、あるいは無償で譲渡するのか、あるいは有償にするのか、そういつたことがよくわからないという段階、それからもう一つは幹線ポンプ場、終末処理場の軍民施設の維持運営費、そういつたものについての負担割りというものが明らかでないわけです。

　したがつて費用の算出というものはそういつたものがきまらない限り、そこに出てくる０．０２ドルというものはあまり信憑性がない。

　そこで私考えるには、立法は先になつてしかるのちに事業計画というのがですね、事業というものが推し進められていくのが常道じやないか、下水道公社の権限がどういうものであり市町村の権限がどういうものであるか、あるいは建設途上における費用負担割りはどうである、その共用施設の維持運営についてはどうするんだというようなことが、あるいは需要家の負担はどういうふうになるんだというようなことですね、これが法的に明らかにされてはじめて事業の執行というものは安心してやれると思うが、それはほとんどあと回わしにしてですね、事業のほうをそれだけ補助金が出るからやつちまえというふうにやつたら、だれでも不安を感ずる、なぜ立法をあとにしてですね、工事をそんなに急ぐのか、それを軍に対して市当局はお聞きになつたことはないのか、その点についてどうお考えでありますか、それを御説明願います。






○番外（第二助役　新垣　義徳君）

　お答えいたします、今真栄田議員のおつしやるとおりの考え方も当局にありまして、その下水道事業の話が出たときに琉球政府並びに米国民政府と交渉したわけであります。

　その交渉した結果、せんだつてのいわゆる主席から市長あての書簡にある程度具体的にあらわれてきているわけであります。

　でそれは今後いわゆる根本的な問題といたしましては民立法による会社ができるわけですから、そういう点は十分にその精神がおり込まれていくということになりまするので、今、儀間、真栄田議員がおつしやるとおりの100％の危惧はないと考えております。




○副議長（大山　盛幸君）

　これをもちまして質疑を終結いたします。

　（「議長動議」という者あり）






○２２番議員（黒潮　隆君）

　動議を提案いたします。ただいまの質疑の中で明らかになつたことはですね、市当局も認めているとおり下水道公社、そのものができなければ使用料が幾らになるのかもわからない、あるいは軍民が共同して施設する場合もどういうふうにして運営されていくのか、あるいは負担もわからない、水道公社そのものができ、法律ができなければそういつた点はまだわからない、いわゆる個人個人の便所あるいは洗たく場、そういう施設するのも大体これだけかかるという説明であつて、これが幾らかかるという計算ではないというふうな説明もあります。

　したがつて２１日の本会議にもいきなり予算外義務負担行為というふうに提案されて私たちがこれを十分審議しない前に、目を通すひまのないままに押し切られましたが、それに関連して９０号議案、８９号議案というふうに工事契約の議案が出ておりましたがはつきりした法もできない、その具体的な面まで市当局すらまだはつきり答弁できないような段階でこれを審議するのが非常にむりだと考えます。

　したがつて８９号議案、９０号議案を撤回すべきだという動議を提出いたします。（「賛成」という者あり）




○副議長（大山　盛幸君）

　動議は成立しております。ただいまの動議に賛成の方の御起立を求めます。

（起立少数）

　起立少数であります、よつてただいまの動議は否決されました。

引き続き討論に入ります。




○２番議員（森田　孟松君）

　本員は討論に入る前に退場の理由を申し上げて退場したいと思つておりましたが、少しタイミングがずれておりますが、次の理由によりまして本議案には賛成も反対の意思も今のところ表明することができませんので退場したいと思います。

　那覇市民の多年の願いであります文化的な衛生的な生活の向上をはかる面からは該事業は一日も早く促進すべきであるという大前提には間違いございません。

　ところが今の質疑の中で行なわれた諸点からいろいろ考えました場合は、下水道公社の機構が具体的に発表されていない把握されていないし、それと関連する那覇市の責任、特に資金の負担面また市民各自が負担すべきところのいろいろな負担額、あるいはこの下水道の使用料の問題と、いろいろと不明確な点が多々あります。

　それではたして市民の負担の限度と将来発生するところの市民各自の負担額、あるいは下水道の使用料の負担こういうようなものがどういうふうな関連になるだろうかという見とおしもあいまいもことしておるのでございます。

　また当局もはつきり言われているように、この下水道公社の運営において那覇市がどういうふうになるか、こういう面についても責任義務の面から見ても、まだはつきりした見とおしがないとはつきり言われておる、こういうような現時点においていかに下水道工事を促進すべきだという観点に立つたとしても全体がはつきりした把握ができない中で末端の該工事を施工するということは、私は議決機関におるものとして責任がもてない、こういうような見地に立ちまして本議案の討論にもまた最終確定議にも参加することのできないことを遺憾に思つております。

　以上の理由によりまして退場いたします。






○１２番議員（真栄田　義晃君）

　ただいま森田議員が退場なさつたのでありますが、理由としては森田議員が述べられたのと大体同じであります。

　この下水道計画についていろいろ先ほどからの各議員からの質問に対して基本的な点は何もわかつておりません。

　これは市長も２１日の予算外義務負担の行為を起こすことについての質問をした場合にもすべては立法にかかつているという御説明でございます。

　またこれまでの御質問の中でも重要な点、たとえば本員が質問いたしまた建設後のそういつた終末処理その他がどういうぐあいに琉球政府の下水道公社、設立されるであろうところの下水道公社にどういうふうに譲渡されるのか、あるいは建設後の、このいわば共用施設であるところの終末処理場、その他の維持運営費の負担割りについてもどういうようになるのか、そういつたことが基本的に何も明らかにされておりません。

　こういう状態では実際この事業を進めていく場合に将来那覇市に対してどれだけの負担がかかつてくるのか、あるいは市民の需要者にどれだけの負担がかかつくるか、かいもくわからない状態であります。

　しかもそういう中でとにかく補助金が出るんだからということで工事をどんどん進めていく、立法もまだなされておらない、公社もできない、そういう状態で工事だけをどんどん進めていくと、こういうぐあいになつてまいりますというともうすでに工事が完成した暁にはどういう立法ができようが、公社ができようがあとに引けなくなる、銀行から金を借りて起債で工事を起こしたり、そういう施設をしてきてそのあげくどういう立法が出てくるか、その立法が出てきたときにしまつたと思つても、もうおそいあとに引けなくなる、こういう状態を将来するおそれが十分にあると私たちは考えます。

　また、常識的に考えてもそういつた下水道事業を施行していくという場合には、建設におきましてもその建設における責任の分担、したがつてまた費用の負担の割合あるいは建設後の維持運営についての責任の負担、そういつたものが明らかでなければならない、法的に保障されなければならない、そういつたものが明らかになつてはじめてわれわれは安心してそういつた下水道事業に関する工事についても自分の意見をはつきりまとめていくことができる、ところがそういつた状態はまだできておりません。

　もちろんここに工事計画としていろいろな資料は提出されております。ところがこれはあくまでも資料であつてですね、単なるおおまかな線をわくを示したものである。それによつて那覇市の負担がどれだけになる、需要者の負担がどれだけになるかということはまだこれによつてもわかつておらない、そういう状態で下水道工事を補助金が出るから進めていけばいいんだというようなやみ雲の工事の進め方に対してわれわれは賛成することが、われわれは市民の生活に重大な影響をもつところの下水道工事については少なくとも自信のある、そういつた資料や、あるいは法的な措置、そういつたものがなされ、十分に検討されたのちにですね、やるのがあたりまえだと思う、そういう状態でありますのでわれわれは市民に対して責任がもてない、そういう意味におきましてこの議案に対して反対いたします。

　さらに立法をまつてあらためて提案したほうがよかろうとそういうふうに考えます。






○２４番議員（赤嶺　慎英君）

　本員は賛成をいたすものであります。

今までの質疑の中の論点からいたしましても、ただいまの討論の骨子からよくわかる次第であります。しかしながら卵が先か、鶏が先かという例のとおり、那覇市の復興というものはあまりにも法律の不備の上に戦災復興都市として、あるいは首都建設の都市としてあるいは都市行政として非常な苦労を重ねているというのが実際の都市の建設を阻害するもんであります。

　法律をすべて完備された上に那覇市の首都建設、戦災都市復興の計画をやるというその時期を待つた場合には、琉球政府がいつすべての法律を完備するかと疑問を抱くように、少なくとも現在においてその骨子はやられて立法を待つだけになつたところの工事、これが生まれてからやるということは都市計画事業に下水道事業は非常に重要だということを考えた場合に必ずしも法律を待たんでも、これは着工していいんじやないかという論点に立つものであります。

　さらに補助金を与えるからやるという安易な気持ちじやなくして１，０００万ドルになんなんとする大きい工事、１年、１年那覇市は非常に複雑になる、これを今度の議案を単に議決された場合に那覇市のこの大きい下水道事業計画は早目にできる、さらに法律ができてあとということになると、第１年次の２０万ドル、第２年次の９０万ドル、これが流れるという可能性も十二分に考えた場合に、この重要な下水道事業計画が３カ年もずれていくということを考えた場合にいろいろと法律の不備もあるままに、さらに詳しいことをわからぬままに本案をとおすということは不本意ではありまするが、琉球の実情からしてこの議案はぜひとおして那覇市の復興のために大いに活用してもらいたい、こういう考えに立ちまして本員は原案に賛成いたします。






○副議長（大山　盛幸君）

　これをもちまして討論を終結し採決に入ります。

本案は特別議決でありますのでその意味で賛意を表明していただきます。

　日程第３、第８９号議案工事請負契約を結ぶことについて、原案に御賛成の方御起立を求めます。

（起立多数）

　反対少数で、３分の２以上の賛成であります、よつて本案は原案どおり可決されました。




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（大山　盛幸君）

　日程第４、第９０号議案工事請負契約を結ぶことについて、原案に御賛成の方御起立を求めます。

（起立多数）

　反対少数で３分の２以上の賛成であります。よつて本案は原案どおり可決されました。




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（大山　盛幸君）

　以上をもちまして本日の日程は全部終了しておりますので閉会いたします。






（午後零時２０分　閉会）




上会議録を調整し署名する




１９６５年６月２５日




議長　　　　　高良一　　　　㊞

副議長　　　　大山盛幸　　　㊞

署名議員　　　比嘉朝四郎　　㊞

署名議員　　　比嘉佑直　　　㊞
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